
足立区体育協会

１　概要説明

２　組織機構

会　⾧ 専務理事 事務局⾧ 総務課⾧ 職　員

事業課⾧ 職　員

３　設立目的と今後の経営方針

（１）

（２）

・
・ コンプライアンス順守の為に体育協会や連盟・協会主催の各種研修会等を実施し、社会規範に則した活動とリスクマネジメントの徹底を図っていく。
・ 高齢者スポーツの普及とともに、障がい者スポーツについても区との連携を推進していく。
・ 健康体力づくりを志向する区民のため、各連盟・協会に働きかけ、一般区民対象の事業を展開していく。
・ 加盟団体の競技力向上、ジュニアスポーツの育成を推進する。上位大会での成績優秀者の表彰を行うことで、選手たちの意欲向上を図っていく。

今後の
方針

公益事業を基本に、区民に開かれた体育協会として、加盟団体との連携を一層強化し、区民へのスポーツ振興をさらに充実していく。そのため、公益事業の中心である区
民大会をはじめ、気軽に参加できる高齢者イベント実施などのほか、障がい者スポーツにおける区との協創を進め、スポーツの場の創出を図っていく。また、さらなる経費節減
を進めるとともにジュニア育成事業など、都の補助金を活用できるものは積極的に活用していく。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、体育施設を含む区施設も貸出中止となっている状況であるが、公益財団法人として感染拡大防止に全面的に協力していく。特
に情報共有に努め、各加盟団体が一体となって新型コロナウイルス感染防止に取り組んでいく。

新型コロナウイルス感染拡大に伴う事態の収束状況をとらえながら、体育大会等（下記）の事業を実施可能なものから再開し区民の体力とスポーツ環境の回復支援に
努める。
区民大会等を安定的に実施するとともに、墨東五区体育協会との連携も活性化し、区民スポーツの普及拡大を促進していく。

目  的 足立区内における体育、スポーツの振興を図り、区民の心身の健全な発達と明るく豊かな生活の形成に寄与し、活力ある地域社会づくりに貢献する。
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４　主な事業（事業区分別）

（１） 公益目的事業（体育・スポーツ・レクリェーションの普及・振興に関する事業）

ア スポーツ大会の開催
（ア） 区民体育大会（37種目、12,314人）

（イ） 都民体育大会足立区予選会（13種目、4,172人）

（ウ） 墨東五区大会・当番区（3種目、1,421人）軟式野球／水泳／サッカー

イ スポーツ教室・広場の開催
（ア） スポーツ教室（３種目、13,611人) 

（イ） スポーツ広場（７種目、16,530人)

ウ 指導者養成・育成及び紹介

エ 顕彰事業
（ア） 体育功労者の顕彰（14人、5団体）

（イ） 優秀選手の顕彰・奨励（65人、8団体）

オ ジュニア育成
（ア） ジュニアスポーツ大会（15種目、6,724人）

（イ） ジュニア育成地域推進事業（国体種目・オリンピック種目）

・ジュニア教室（６種目、377人）

・ジュニア強化練習（８種目、843人）

・ジュニア審判・指導者養成研修（295人） ・（再掲）熱中症予防講習会（35人）

（ウ） ジュニア合宿（19人）

カ 各種大会選手派遣
（ア） 都民体育大会（ 22種目　472人）
（イ） 都民スポレクふれあい大会（３種目、118人）
（ウ） 都民生涯スポーツ大会（１4種目、226人）
（エ） 墨東五区大会（10種目　527人）

④普通救命救急講習会（23人） ⑤レベルアップ講習会（コロナ対策により中止） ⑥競技力向上講習会（769人）

①「足立区公認スポーツ指導員」養成（23人） ②「足立区公認スポーツ指導員」紹介（9人） ③熱中症予防講習会（35人）
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キ スポーツカーニバル・リバーサイドウォーキング
（ア） スポーツカーニバル 台風により中止

（イ） リバーサイドウォーキング 新型コロナウイルス対策のため中止

ク 機関誌の発行
（ア） 「ときめき」共同発行 年12回 ※編集幹事は、勤労福祉サービスセンター
（イ） 「Sportsあだち」の発行 年１回
（ウ） 「体協年鑑」の発行 年１回
（エ） ホームページ運営 通　年
（オ） 報道機関への情報提供 随　時

ケ 公益目的事業事務費・人件費
（ア） 事務費・人件費

（２） その他事業（相互扶助等事業）

ア 加盟団体助成
（ア） 加盟団体助成 各団体の活動を支援するため活動費の補助を実施
（イ） 体育協会役員および加盟団体役員・傘下団体の功績に対する顕彰
（ウ） 後援事業 加盟団体主催事業（大会等）への後援

（３） 法人会計

ア 法人会計
（ア） 理事会・評議員会
（イ） 経営部門会議（執行役員会、企画財務部会、事業部会、広報部会、指導普及部会、顕彰審査委員会）

イ 創立70周年記念事業
記念式典の開催／記念顕彰の実施／記念誌の発行（発行は令和２年６月予定）
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5 収支計算書

収 入 合 計 53,638,836 54,565,042
支 出 合 計 52,729,863 154,560,458
差 引 計 残 額 908,973 △ 99,995,416

単位;円
31年度

（令和元年度）
30年度 増減額

① 基本財産利息収入 2,783,981 2,546,725 237,256

① 特定資産利息収入 1,316 2,389 △ 1,073

　　　　　① 受取入会金 0 200,000 △ 200,000
② 加盟団体分担金収入 720,000 700,000 20,000

① その他事業収入 2,510,000 428,100 2,081,900
41,179,423 45,362,820 △ 4,183,397 【主な増減要因】

① 区事業補助金収入 18,897,288 20,097,906 △ 1,200,618 　台風・コロナによる大会の中止に伴う補助金の減
　　区民体育大会 △ 890,597
　　都民大会予選 △ 998,318
　　ジュニアスポーツ大会 △ 557,430
　墨東五区大会幹事種目の違いによる増 903,055

② 区運営補助金収入 17,856,314 19,940,491 △ 2,084,177 　固有職員の退職非常勤化などによる人件費の減 △ 2,581,148
　賠償責任保険等による増 496,971

③ 都体育協会補助金収入 178,400 888,265 △ 709,865
④ 都体協ジュニア育成事業補助金収入 4,247,421 4,436,158 △ 188,737

① 寄付金収入 0 0 0
358,116 8 358,108

① 受取利息収入 44 4 40
② 雑収入 358,072 4 358,068

47,552,836 49,240,042 △ 1,687,206事業活動収入合計

周年事業式典・祝賀会会費の増
  （５）受取補助金等

シニアスポーツ事業の減（リバーサイドウォーキング中止）
ｼﾞｭﾆｱ育成事業補助金

  （６）受取寄付金

  （７）雑収入
普通預金利息収入
スポーツカーニバル残金の返還、周年事業祝金による増

  （３）受取会費
新規加入団体なし
加盟団体36団体×20,000円（35→36団体）

  （４）事業収益

特定資産の運用による利息収入

　(１)　事業活動収入の部

勘　定　科　目 概　　　　　要

１　事業活動収入
  （１）基本財産運用

基本財産の運用による利息収入
　（２）特定資産運用益
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単位;円
31年度

（令和元年度）
30年度 増減額

公益目的事業や収益事業等を実施する費用
47,128,314 51,628,014 △ 4,499,700 【主な増減要因】

　固有職員の非常勤化による給料手当の減 △ 3,351,120
　臨時職員の減 △ 1,220,719
　退職給付費用の減 △ 1,825,000
　派遣職員数の変更に伴う社会保険料等の増 1,988,924
　事業中止に伴う消耗品費の減 △ 1,641,957
　「ときめき」などによる印刷製本費の増 1,869,073

5,601,549 2,672,044 2,929,505 協会事務局等を運営するための費用
【主な増減要因】
　周年事業の実施による経費増 3,967,612
　弁護士費用の減 △ 300,000
　保険料等の科目変更 △ 933,200

52,729,863 54,300,058 △ 1,570,195

単位;円
31年度

（令和元年度）
30年度決算額 増減額

① スポーツ振興基金取崩収入 3,086,000 3,100,000 △ 14,000
② 財政調整基金積立金取崩収入 0 2,225,000 △ 2,225,000
③ 記念事業資金積立金取崩収入 3,000,000 0 3,000,000

6,086,000 5,325,000 761,000

① 記念事業資金積立金支出 0 400,000 △ 400,000
② 投資有価証券取得支出 0 99,860,400 △ 99,860,400

0 100,260,400 △ 100,260,400
6,086,000 △ 94,935,400 101,021,400投資活動収支差額（１－２）

投資活動収入合計
　２　投資活動支出

創立70周年記念事業積立

投資活動支出合計

　１　投資活動収入

(２)　事業活動支出の部

勘　定　科　目 概　　　　　要

１　事業活動支出
  （１）事業費

  （２）管理費

事業活動支出合計（１）＋（２）

(３)　投資活動収支の部

勘　定　科　目 概　　　　　要
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